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生活福祉資金貸付制度は、低所得者や高齢者、障害者の生活を経済的に支えるとともに、 

その在宅福祉及び社会参加の促進を図ることを目的とした貸付制度です。貸付内容は以下 

の種類があります。（ ）内は貸付限度額。 

 

１ 総合支援資金（低所得世帯） 

  失業者等、日常生活全般に困難を抱えており、生活の立て直しのために継続的な相談

支援と生活費及び一時的な資金を必要とし、貸付を行うことにより自立が見込まれる世

帯であって、条件に該当する世帯 

(1) 生活支援費 

  生活再建までに必要な生活費用（２人以上：月２０万円以内、単身：月１５万円以

内） 

(2) 住宅入居費 

  住宅入居による敷金、礼金等住宅の賃借契約を結ぶために必要な費用(４０万円以

内) 

(3) 一時生活再建費 

  生活を再建するために一時的必要に、かつ日常生活費で賄うことが困難である費用

（６０万円以内） 

２ 福祉資金（低所得世帯・障害者世帯・高齢者世帯） 

(1) 福祉費 

ア 生業を営むために必要な経費（４６０万円） 

イ 技能を習得するために必要な経費及びその期間中の生計を維持するために必要な

経費（技能を習得する期間が、６月程度 １３０万円、１年程度 ２２０万円、２年

程度 ４００万円、３年程度 ５８０万円） 

ウ 住宅の増改築・補修等及び公営住宅の譲り受けに必要な経費（２５０万円） 

エ 福祉用具等の購入に必要な経費（１７０万円） 

オ 障害者又は障害者と生計を同一にする者が、障害者本人の日常生活の便宜を図る

ため自動車を購入するのに必要な経費（２５０万円） 

カ 中国残留邦人等にかかる国民年金保険料の追納に必要な経費（５１３．６万円） 

キ 負傷又は疾病の療養に必要な経費及びその療養期間中の生計を維持するために必

要な経費（療育期間が１年を超えない時は１７０万円、１年を超え１年６月以内で

あって、世帯の自立に必要なときは２３０万円） 

ク 介護サービス、障害者サービス等を受けるのに必要な経費（介護保険料を含む）

及びその期間中の生計を維持するために必要な経費（介護サービスを受ける期間が

１年を超えないときは１７０万円、１年を超え１年６月以内であって、世帯の自立

に必要なときは２３０万円） 

ケ 災害を受けたことにより臨時に必要となる経費（１５０万円） 

コ 葬祭に必要な経費（５０万円） 

サ 住居の移転等、給排水設備等の設置に必要な経費（５０万円） 

シ 就職・技能習得等の支度に必要な経費（５０万円） 

６８ 生活福祉資金の貸付    担当：社会福祉協議会 
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ス その他日常生活上一時的に必要な経費（５０万円） 

(2) 緊急小口資金 

  緊急かつ一時的に生計の維持が困難となった場合に貸し付ける少額の費用（１０万

円以内） 

ア 医療費又は介護費の支払い 

イ 給与等の盗難・紛失 

ウ 火災等の被災 

３ 教育支援資金（低所得世帯） 

(1) 教育支援費 

  学校教育法に規定する高等学校、高等専門学校、短期大学、大学、専修学校（高等

課程・専門課程）へ就学するための授業料等に必要な経費（高校：月３．５万円以内、

高専・短大：月６．０万円以内、大学：月６．５万円以内※） 

 ※ 特に必要と認める場合に限り、貸付上限額の１．５倍の額まで貸付可能 

(2) 就学支度費 

  修学資金貸付対象となる学校の入学に際し、その支度の為の費用として必要な経費

（５０万円以内） 

４ 不動産担保型生活資金（低所得世帯） 

(1) 不動産担保型生活資金 

  一定の居住用不動産を有し、将来にわたり、その住居に住み続けることを希望する

低所得で６５歳以上の高齢者世帯への不動産を担保とした生活資金（土地の評価額の

７割程度 月３０万円以内） 

(2) 要保護世帯向け不動産担保型生活資金 

  一定の居住用不動産を有し、将来にわたり、その住居を所有し、又は住み続けるこ

とを希望する要保護の高齢者世帯への不動産を担保とした生活資金（居住用不動産の

評価額の７割程度(集合住宅は５割) 貸付基本額の範囲内(生活扶助額の１．５倍以

内) 

５ その他 

・ 世帯を対象としており、世帯の状況に応じた所得制限や資金種類ごとに異なった条

件（貸付利子等）があります。 

・ 資金を借りるためには原則、連帯保証人が１名必要となります。(資金の種類によ

っては不要の場合もあります。) 

・ １から４に掲げる資金の他、住宅喪失世帯向けの公的給付・貸付を受けられるまで、

つなぎ資金の貸付があります。  

６ 相談方法・問い合わせ先 

  詳しくはお住まいの地区の民生委員または碧南市社会福祉協議会にご相談下さい。 

  碧南市社会福祉協議会   碧南市山神町８丁目３５番地 

  電話 ０５６６－４６－３７０１  ＦＡＸ ０５６６－４８－６５２２ 

 


